
事業承継に関するアンケート
結果報告

ALCCES（アルシーズ）
代表 中小企業診断士 穴井 勇二

2026.1.8 南関町商工会「事業承継講習会」



調査概要
【調査目的】
域内事業者の事業承継に関する考えや問題点などの把握し、事業承継に関する課題及
び必要とされている支援内容の調査を行う。

【調査対象】
南関町商工会会員 198事業者（2025年8月時点）

【調査方法】
郵送による無記名可能回答方式

【調査期間】
令和7年8月下旬～9月下旬

【アンケート概要】
Ⅰ 事業者の事業概要及び経営者に関する質問
Ⅱ 事業承継の予定に関する質問
Ⅲ 事業承継の準備に関する質問
Ⅳ 事業承継の課題に関する質問
Ⅴ 事業承継の関心に関する質問
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Ⅰ.（回答者）事業概要及び経営者
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Ⅰ.（回答者）事業概要及び経営者
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Ⅰ.（回答者）事業概要及び経営者
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Ⅱ.事業承継の予定について
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●事業承継の予定は、「後継者がおり、その後継者に事業を承継する」（25.4％）と「後継者は決まって
いないが、後継者候補はいる」（15.9％）で、41.3％の事業者が【後継者（候補）がいる】と回答。
●一方で、「後継者がいない」と回答している事業者は31.8％（選択肢(3)(4)(5)）となっており、その
内、24.6％は自分の代で譲渡または廃業を考えている。

後継者（候補）あり

後継者（候補）なし



Ⅱ.事業承継の予定について
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経営者の年齢×事業承継予定

59歳以下 60歳以上

●60歳以上の経営者は、「後継者が決まっており、その後継者に事業を承継する（20.3％）」の割合が
最も高い。また、「事業承継を希望しておらず、廃業を予定している（13.8％）」の割合も60歳以上の
経営者の方が多い。
●59歳以下の経営者は、「事業承継はまだ必要ではなく、現状を維持したい（19.6％）」の割合が最も
高くなっている。
●年齢によって事業承継の状況が大きく異なっていることがわかる。



Ⅱ.事業承継の予定について
後継者(候補)がいると答えた企業※Ⅱ-1で（1）（2）を回答した企業

10

●後継者の多くは「経営者の子ども(69.6%)」であり、既に了承を得ており(46%)、5年以内に事業承
継を検討している事業者は38.6％となっている。

5年以内の承継



Ⅱ.事業承継の予定について
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後継者(候補)がいないと回答した企業※Ⅱ-1で(3)を回答した企業

●「後継者は決まっておらず候補もいないが、事業は継続したい」と回答した事業者のうち、後継者候補は
「経営者の子ども」を望む事業者が最も多かった（44.4％）。
●一方で、社外登用も厭わない事業者も存在し（33.3％）、事業継続のために、多様な事業承継を望
んでいることがわかる。
●後継者がいないために、事業承継の予定が「未定」「５年以上先」で88.8％。

後継者がいないため、
事業承継の予定がた
てられていない状況



Ⅱ.事業承継の予定について

第三者への譲渡（Ｍ＆Ａなど）を検討していると回答した企業※Ⅱ-1で(4)を解答した企業

●第三者への譲渡（M&Aなど）を検討している事業者のうち、「検討のみで具体的に進めていない」回答
が最も多かった（62.5％）。
●事業譲渡（M&Aなど）する場合の課題は「自社の財務・収益状況（37.5％）」が最も多く、自社の
財務・収益状況が第三者承継のハードルとなっている可能性がうかがえる。
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事業譲渡やM&A（第三者承
継）は具体的に進めていない
回答が多い。



Ⅱ.事業承継の予定について
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事業承継を希望しておらず、廃業を予定していると回答した企業※Ⅱ-1で(5)を回答した企業

●廃業を予定している事業者のうち、「廃業予定時期は未定」とする回答が最も多く（73.1％）、次に
「5年以上先の廃業」は15.4％と長期スパンで廃業を予定している。
●一方で、5年未満での廃業を検討している事業者は11.4％となっており、廃業時期については5年以上
の長期的に考えている事業者が多い。

短期的（5年以内）な廃業は予定しておらず、
長期的に廃業を進めていく意向がみられる



Ⅲ.事業承継の準備について
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※Ⅲ-1で事業承継に向けた準備を十分している、ある程度していると回答した企業

●事業承継の準備について、「十分している」「ある程度している」と回答した事業者は41.1％となっている
ものの、「あまりしていない」「全くしていない」で70.2％と多くの事業者が事業承継の準備は進んでいない。
●また、具体的な事業承継に向けた準備の内容は、「後継者の育成」が最も多く（71.0％）、次に「親
族、関係者への説明」（19.4％）となっており、事業承継の準備があまり進んでいない状況がうかがえる。

約７割の事業者が事業承継の準備ができていない



Ⅲ.事業承継の準備について
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●60歳以上の経営者は、「十分している」「ある程度している」を多く選択している割合が高い。
●59歳以下の経営者は、「全くしていない」の割合が高く、60歳を超えるあたりで事業承継について考え、
準備を進めていく事業者が多い可能性がある。
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経営者の年齢×事業承継の準備

59歳以下 60歳以上
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Ⅳ.事業承継の課題について
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●事業継承の課題は、「市場の先行きが不透明である（30.1％）」が最も高く、次いで「経営状況が厳
しい（22.1％）」となっており、経営環境（外部環境）に関する課題が多くを占めている。
●また、「適切な後継者がいない（19.5％）」と回答した事業者も多く、後継者不足がうかがえる。
●「知識や理解が十分ではない（15.0％）」の回答も多く、「相談先がわからない（3.5％）」を含めて、
事業承継において信頼のおける相談先の重要性が増していることがみてとれる。

外部環境による課題

相談相手不在の可能性



Ⅴ.事業承継の関心について
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●事業継承の関心ごとは、、「後継者の育成（39.6％）」と最も高く、次いで「後継者の選定
（26.1％）」と、後継者に関する関心が最も高くなっています。
●また、 「相続税・譲与税（14.4％）」や「事業承継に必要な資金の調達（13.5％）」といった、事業
承継に要する資金面に対する関心も高いことがわかる。

資金面

後継者



Ⅴ.事業承継の関心について
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●60歳以上の経営者は、「後継者の育成」「事業承継に必要な資金の調達」を多く選択している。
●一方、59歳以下の経営者は、「後継者の選定」「相続税・贈与税」「自社株式の評価」「事業譲渡
（M&A）」など、多様な項目に関心が高いことが分かった。
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Ⅴ.事業承継の関心について
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●事業承継での活用施策・支援は、「補助金制度の紹介（35.8％）」が最も高く、補助金活用が事業
承継を進める上での機会になる可能性がある。
●次いで「事業承継に関する情報収集」（23.9％）、「事業承継に関するセミナー（20.2％）」となって
おり、事業承継に関する情報の取得に関心が高いことがわかる。
●また、具体的な支援策として、「事業承継の窓口相談」や「専門家の派遣」といった個別支援よりも、セミ
ナーなどを通じた集団支援の方がニーズが高い。

事業承継に関する情報収集

事業承継を考えるきっかけ



Ⅴ.事業承継の関心について
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●小売業以外の業種において、活用したい施策・支援は「補助金制度の紹介」への関心が最も高い。
●小売業のみが、「事業承継に関する情報収集」の割合が高かった。
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業種×事業承継で活用したい施策・支援

建設業 製造業 卸売業 小売業 飲食業・宿泊業 サービス業



備考：事業承継・M&A補助金
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参考：中小企業庁



備考：事業承継・M&A補助金
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参考：中小企業庁
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